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令和４年度当初予算編成について 

 

本市における財政状況の見通しについては、歳入面では新型コロナウイルス感染症の影響に

よる厳しさが徐々に緩和されつつあることを踏まえ、令和３年度に比べ税収の伸びが期待できる

ものの、今後の感染症への影響を注視する必要があり、不透明感が強い状況です。一方、歳出

面では、高齢化社会の進展に伴い、社会保障関係経費が増加するなど、依然として厳しい財政

状況が続いていくものと見込まれます。 

こうした中においても、ワクチン接種を始めとする新型コロナウイルス感染症対策事業のほか、

ウイズコロナ、アフターコロナ社会を見据えた様々な施策を行っていく必要があります。 

令和４年４月からは、第２次愛西市総合計画の後期基本計画と、第３次愛西市行政改革大綱

がスタートします。ＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を

目指していくために、市政運営の一端を担う市職員一人一人が、これまでの価値観、前例、自治

体間の横並び意識などにとらわれることなく、柔軟な視点、チャレンジ精神をもって各種施策に

取り組んでいく必要があります。 

令和４年度予算編成に当たっては、これらのことを踏まえ、事業の実施に必要な財源を積極

的に確保するとともに、市民の様々なニーズに応え、また、将来の愛西市を見据えた施策を展開

していくため、限られた財源を重点的かつ効率的に配分し、持続可能な行財政基盤の確立を目

指した予算編成といたしました。 

具体的な取組として、歳入面では、国や県の補助金などの情報収集に努め、財源の充実を図

っていくとともに、自主財源の拡充・強化につながる取組を更に推進していきます。歳出面では、

第３次愛西市行政改革大綱に基づき、各種事業・サービスについての検証・見直しに引き続き取

り組むほか、公共施設の計画的な維持管理、民間活力の活用などにより、歳出の縮減に努めて

いきます。 

歳出の縮減に努める一方で、「協働によるまちづくり」「安心・安全なまちづくり」「心身ともに健

やかなまちづくり」「活力ある快適なまちづくり」「学びを支えるまちづくり」「新しい生活様式へのま

ちづくり」の６つのまちづくりの視点により、１０年後、２０年後の愛西市を見据えた取組について、

積極的かつ大胆に進めてまいります。 

  



●一般会計 （単位：千円）

担当課

区分 予算概要書Ｐ

【継】

その他 3,750 ・新婚世帯住居費等支援補助金 6,000

一般財源 2,250

【拡】

その他 6,300 ・実行委員会交付金 5,500

一般財源 553 ・実行委員会交付金（感染症対策分） 1,353

【新】

一般財源 8,415 ・固定資産税等システム改修 2,398

・収納管理等システム改修 6,017

【継】

一般財源 33,629 ・新生児子育て応援給付金 33,600

・その他 29

【継】

国県支出金 12,878 ・生活困窮者自立支援事業委託料 21,962

一般財源 9,124 ・その他 40

【新】

一般財源 37,028 ・発達支援センターの施設管理に関する委託料等 37,028

【新】

その他 2,245 ・障害児の通所支援に関する報償費等 10,430

一般財源 8,185

【拡】

一般財源 6,719 ・精神障害者医療扶助費 6,719

【拡】

その他 13,642 ・子ども医療扶助費 17,764

一般財源 4,122

財
源
内
訳 ｐ.32

新婚世帯住居費等
支援事業

6,000
愛西市に転入し、新生活を始める新婚世帯に対して、住居費及
び引っ越し費用の一部を補助することで、新生活を経済的に支
援する。 市民課

財
源
内
訳 ｐ.22

新生児子育て応援
給付金事業

33,629

地方税共通納税
システム事業

8,415
令和５年度課税分から納付書にＱＲコードを印刷し、スマートフォ
ンを使用して納税をできるようにするため、システムを改修する。 税務課

・
収納課

令和4年度当初予算（案）主要施策

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容

２款　総務費

あいさいさん祭り

6,853
活動団体や民間事業者が企画・運営をする実行委員会に対し
て、交付金を交付する。

市民協働課
財
源
内
訳 ｐ.25

３款　民生費

発達支援センター管理
事業

37,028 障害児（者）の継続的な支援を行うため、事業を開始する。

社会福祉課
財
源
内
訳 ｐ.42

子育て世代の経済的負担を軽減し、子育てのしやすいまちを目
指す。 子育て

支援課財
源
内
訳 ｐ.34

社会福祉課
財
源
内
訳 ｐ.42

生活困窮者自立支援事
業

22,002
生活困窮者に対し、家計改善や就労準備などの専門的な支援を
行うため、社会福祉法人へ事業を委託する。

児童発達支援事業

10,430
利用者の自主性と社会性を高め、日常生活への適応能力の増
進を図る。

社会福祉課
財
源
内
訳 ｐ.42

子ども医療費(拡大分)

17,764
出生から１８歳の年度末までの子ども医療費（入院費・通院費）
について、窓口での自己負担額を無償化する。

保険年金課
財
源
内
訳 ｐ.47

精神障害者医療費

6,719
自立支援医療受給者証（精神通院）をお持ちの方の通院費及び
精神疾患と診断された方の入院費のうち、精神疾患の保険診療
分について自己負担額を申請により無償化する。 保険年金課

財
源
内
訳 ｐ.45
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担当課

区分 予算概要書Ｐ

【継】

一般財源 10,864 ・高齢者タクシー扶助費 10,296

・その他 568

【継】

その他 4,867 ・保育所等副食代補助金 27,720

一般財源 22,853

【拡】

一般財源 24,000 ・障害児保育対策事業補助金 24,000

【新】

その他 2,500 ・環境基本計画策定委員会委員報償費 210

一般財源 2,682 ・環境基本計画策定委託料 4,972

【継】

国県支出金 3,429 ・風しん予防接種支払手数料 279

一般財源 4,962 ・個別予防接種委託料 1,492

・風しん抗体検査委託料 4,800

・その他 1,820

【拡】

一般財源 29,953 ・個別予防接種委託料 28,829

・広域予防接種審査支払手数料 7

・その他 1,117

【継】

国県支出金 2,269 ・印刷製本費 1,503

一般財源 118,559 ・郵便料 3,133

・がん検診等委託料 113,390

・がん検診推進事業委託料 2,672

・その他 130

【継】

国県支出金 300 ・一般不妊治療費補助 2,000

一般財源 1,800 ・不育症治療費補助 100

【継】

国県支出金 210,679 ・ワクチン接種支払事務手数料 1,701

一般財源 1,006 ・個別予防接種委託料 71,174

・予防接種推進事業委託料 7,777

・その他 131,033

一般不妊治療・不育症
治療費補助事業

2,100
一般不妊治療及び不育症治療を行う夫婦に対して、治療費等を
補助する。

健康推進課
財
源
内
訳 ｐ.72

新型コロナウイルスワク
チン接種事業

211,685
新型コロナウイルスワクチン接種（３回目）を実施し、感染症拡大
を防止する。 ワクチン

接種推進室財
源
内
訳 ｐ.74

がん検診等事業

120,828 集団検診、個別検診を実施する。

財
源
内
訳

子宮頸がんワクチン
接種事業

29,953 ワクチン接種の勧奨再開に伴い、対象者に接種を実施する。

健康推進課
財
源
内
訳 ｐ.63

健康推進課

ｐ.65

風しん予防事業

8,391
抗体保有率の低い世代の男性に対して、抗体検査及び予防接
種を実施する。

健康推進課
財
源
内
訳 ｐ.63

４款　衛生費

環境基本計画策定
事業

5,182
環境に関する本市をとりまく情勢を踏まえた第２次愛西市環境基
本計画を策定する。

環境課
財
源
内
訳 ｐ.59

保育所等副食代補助事
業

27,720
給食費のうち副食代（おかず代等）の一部を補助することで、保
護者の経済的負担を軽減する。 子育て

支援課財
源
内
訳 ｐ.55

民間教育・保育施設運
営費補助事業
（障害児保育対策費）

24,000
障害児を受け入れている保育施設に対し、保育士の加配に必要
となる人件費の補助を行う。 子育て

支援課財
源
内
訳 ｐ.55

高齢者福祉タクシー
料金助成事業

10,864
高齢者が公共施設及び医療機関への移動にタクシーを利用した
とき、基本料金及び迎車回送料金を助成する。

高齢福祉課
財
源
内
訳 ｐ.51

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容
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担当課

区分 予算概要書Ｐ

【継】

国県支出金 3,000 ・新規就農総合支援事業費補助金 4,000

一般財源 1,000

【継】

その他 1,500 ・カメムシ防除対策事業補助金 2,800

一般財源 1,300

【継】

国県支出金 17,000 ・道の駅再整備実施設計委託料 37,026

地方債 129,300 ・観光案内施設建築工事監理委託料・工事 87,329

一般財源 44,042 ・排水路改修等工事 65,480

・記念樹移設準備工事 507

【継】

国県支出金 84,620 ・多面的機能支払交付金（34地区） 112,560

一般財源 33,712 ・多面的機能支払検証委託料 5,772

【継】

国県支出金 63,485 ・幹線道路工事 66,000

地方債 45,400 ・地域内側溝・舗装工事 175,000

一般財源 199,085 ・歩道整備工事（道の駅） 66,970

【継】

国県支出金 2,750 ・カラー塗装工事等　 6,623

その他 3,768 ・道路反射鏡（地域要望分含む）設置工事 12,013

一般財源 25,857 ・防護柵設置工事 861

・交通安全施設設置等工事 12,878

【継】

国県支出金 6,499 ・民間木造住宅耐震診断委託料 1,416

一般財源 2,167 ・民間木造住宅耐震改修費補助金 5,000

・耐震シェルター・防災ベッド設置費補助金 250

・民間木造住宅除却費補助金 1,000

・ブロック塀等撤去費補助金 1,000

【継】

地方債 8,100 ・藤浪駅前広場改修実施設計委託料 8,591

一般財源 491

【継】

一般財源 7,128 ・佐屋駅前広場等基本構想策定委託料 7,128

【継】

国県支出金 450 ・危険空き家除却費補助金 600

一般財源 150

2,800
米の品質低下の大きな要因とされるカメムシを防除する取り組み
を支援する。

産業振興課
財
源
内
訳 ｐ.80

６款　農林水産業費

新規就農総合支援事業

4,000
農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な力強い
農業を実現するため、経営リスクを負っている新規就農者の経
営が軌道に乗るまでの間を支援する。 産業振興課

財
源
内
訳 ｐ.78

８款　土木費

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容

側溝・舗装工事

307,970 市道の側溝・舗装工事を実施する。

土木課
財
源
内
訳 ｐ.90

道の駅再整備事業

190,342
道の駅「立田ふれあいの里」の再整備に向け、実施設計、観光
案内所の建築及び排水路改修工事等を行う。

産業振興課
財
源
内
訳 ｐ.81

多面的機能支払交付金
事業

118,332 農業基盤・農村環境の保全や向上に取り組む活動を支援する。

土木課
財
源
内
訳 ｐ.87

カメムシ防除対策事業

交通安全対策施設
工事

32,375
防護柵や道路反射鏡を設置するほか、道路のカラー塗装等を実
施する。

土木課
財
源
内
訳

藤浪駅前広場の再整備
によるにぎわい創出事
業

8,591
魅力的な都市景観づくり、市民・駅利用者の憩い・賑わい空間な
どの創出に向け、藤浪駅前広場の改修に係る実施設計を行う。

都市計画課
財
源
内
訳 ｐ.95

ｐ.92

民間木造住宅等耐震事
業

8,666
地震発生時の木造住宅の倒壊等による被害の軽減を図るため、
各種補助等を行う。

財
源
内
訳

都市計画課

ｐ.94

都市計画課
財
源
内
訳 ｐ.96

佐屋駅周辺整備事業

7,128
誰もが安全で快適に利用できる交通空間の整備をするための基
本構想を策定する。

都市計画課
財
源
内
訳 ｐ.96

危険空き家除却費補助
事業

600 危険な空き家の除却に対して、補助金を交付する。

- 4 -



担当課

区分 予算概要書Ｐ

【継】

国庫支出金 40,630 ・道の駅周辺整備公園実施設計委託料 73,150

地方債 217,200 ・公有財産購入費 196,251

一般財源 12,991 ・その他 1,420

【継】

地方債 94,000 ・公園用地土地購入費 51,882

一般財源 31,480 ・公園整備工事 73,546

・その他 52

【継】

地方債 10,200 ・名古屋市消防指令センター共同運営事業負担金 10,207

一般財源 7

【継】

地方債 94,600 ・消防庁舎改修工事監理委託 3,111

一般財源 34,589 ・消防庁舎ネットワーク設定業務委託料 1,518

・消防庁舎改修工事 104,137

・消防庁舎維持修繕工事 18,887

・常備消防備品 1,536

【継】

国庫支出金 3,474 ・小学校ICT支援員派遣委託料 10,067

その他 5,000 ・中学校ICT支援員派遣委託料 5,034

一般財源 54,598 ・小学校事業管理委託料 28,389

・中学校事業管理委託料 15,902

・通信料 3,119

・校内通信ネットワーク工事 561

【継】

その他 6,130 ・小学校派遣委託料 24,090

一般財源 25,643 ・中学校派遣委託料 7,683

【新】

地方債 18,200 ・中学校特別教室空調設備工事 19,194

一般財源 994

【継】

その他 500 ・委託料 800

一般財源 797 ・委託料（感染症対策分） 210

・印刷製本費等 287

【新】

その他 83,494 ・中央図書館空調設備改修工事 79,480

一般財源 1,054 ・中央図書館空調設備改修工事監理委託料 4,014

・中央図書館外構修繕工事 1,054

【新】

その他 1,000 ・予約システム利用料 766

一般財源 440 ・予約システム保守委託料 674

125,480
渕高地区に公園を新たに整備し、良好な都市環境の維持を図
る。

企業誘致課
財
源
内
訳 ｐ.99

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容

ＧＩＧＡスクール事業

道の駅周辺整備事業

270,821
道の駅周辺を本市の観光拠点と位置付け、地域の特性を活かし
た公園等の整備を行う。 都市計画課

・
企業誘致課財

源
内
訳 ｐ.97　ｐ100

１０款　教育費

消防署
総務課

学校教育課

ｐ.110　ｐ.113

９款　消防費

消防庁舎改修工事

129,189 庁舎の長寿命化及び職場環境の向上を図る。

財
源
内
訳 ｐ.104

消防通信指令台共同運
用事業

10,207
指令台の更新にともない、他消防本部と共同で消防指令台の運
用を行い消防指令体制を向上させる。 消防署

総務課財
源
内
訳 ｐ.103

「渕高地区」地区施設整
備事業

中央図書館空調等
修繕工事

84,548 中央図書館の空調設備及び外構を修繕する。

生涯学習課
財
源
内
訳 ｐ.120

1,297

63,072
端末を活用した授業実施に必要な保守業務や教育の情報化を
推進する支援員の派遣を委託する。

財
源
内
訳

あいさい音楽祭

市民参加型の音楽祭を開催し、音楽文化の振興を図る。

生涯学習課
財
源
内
訳 ｐ.118

中学校特別教室空調設
備整備事業

19,194
空調設備が未整備の音楽室と理科室のうち各校１教室ずつに空
調を設置する。

学校教育課
財
源
内
訳 ｐ.112

外国語指導助手派遣事
業

31,773
小中学校にＡLＴ講師を派遣し、小学校段階にふさわしい英語指
導と中学生に生きた英語指導をする。

インターネットを利用したスポーツ施設の予約システムを導入し、
利用者の利便性向上を図る。

スポーツ課
財
源
内
訳 ｐ.126

学校教育課
財
源
内
訳 ｐ.111　ｐ.113

スポーツ施設予約
システム事業

1,440
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担当課

区分 予算概要書Ｐ

【継】

その他 14,617 ・親水公園総合体育館トレーニングルーム中側空調設備改修工事・監理委託 7,797

一般財源 2,004 ・親水公園総合体育館外壁補修工事 1,771

・立田体育館非常電源装置発電機改修工事 5,049

・親水公園総合運動場多目的広場防球ネット設置工事設計業務委託 495

・佐織総合運動場北側トイレ改修工事設計業務委託 1,509

【継】

その他 2,802 ・幼稚園副食代補助金 15,960

一般財源 13,158

●国民健康保険特別会計（事業勘定） （単位：千円）

担当課

区分 予算概要書Ｐ

【新】

一般財源 627 ・国民健康保険税システム改修 627

体育施設整備事業

16,621 個別施設計画に沿った計画的な修繕を実施する。

財
源
内
訳

スポーツ課

ｐ.126

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容

※区分について・・・【新】新規事業／【継】継続事業／【拡】拡大事業／【縮】縮小事業

地方税共通納税
システム事業

627
令和５年度課税分から納付書にＱＲコードを印刷し、スマートフォ
ンを使用して納税をできるようにするため、システムを改修する。

保険年金課
財
源
内
訳 ―

子育て
支援課財

源
内
訳 ｐ.127

項目
令和4年度予算

金額 主な事業内容

幼稚園副食代補助事業

15,960
給食費のうち副食代（おかず代等）の一部を補助することで、保
護者の経済的負担を軽減する。
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【歳入】
4年度 3年度 比　較 4年度 4年度

予算額 予算額 増減額 構成比 伸　　率

1 市 税 7,645,798 7,193,728 452,070 33.0 6.3

2 地 方 譲 与 税 283,690 282,170 1,520 1.2 0.5

3 利 子 割 交 付 金 4,000 5,000 △ 1,000 0.0 △ 20.0

4 配 当 割 交 付 金 50,000 47,000 3,000 0.2 6.4

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 47,000 30,000 17,000 0.2 56.7

6 法 人 事 業 税 交 付 金 45,000 19,000 26,000 0.2 136.8

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,300,000 1,241,000 59,000 5.6 4.8

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1 0 0.0 0.0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 65,000 100,000 △ 35,000 0.3 △ 35.0

10 地 方 特 例 交 付 金 47,000 280,000 △ 233,000 0.2 △ 83.2

11 地 方 交 付 税 5,650,000 5,100,000 550,000 24.4 10.8

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000 8,000 0 0.1 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 342,422 340,728 1,694 1.5 0.5

14 使 用 料 及 び 手 数 料 216,445 218,934 △ 2,489 0.9 △ 1.1

15 国 庫 支 出 金 3,181,051 2,761,511 419,540 13.7 15.2

16 県 支 出 金 1,828,176 1,733,926 94,250 7.9 5.4

17 財 産 収 入 112,666 112,396 270 0.5 0.2

18 寄 附 金 73,000 40,000 33,000 0.3 82.5

19 繰 入 金 856,213 836,562 19,651 3.7 2.3

20 繰 越 金 100,000 100,000 0 0.4 0.0

21 諸 収 入 261,038 219,744 41,294 1.1 18.8

22 市 債 1,054,500 1,870,300 △ 815,800 4.6 △ 43.6

歳 入 合 計 23,171,000 22,540,000 631,000 100.0 2.8

【歳出】
4年度 3年度 比　較 4年度 4年度

予算額 予算額 増減額 構成比 伸　　率

1 議 会 費 202,906 207,028 △ 4,122 0.9 △ 2.0

2 総 務 費 2,509,763 2,439,794 69,969 10.9 2.9

3 民 生 費 9,872,826 10,078,295 △ 205,469 42.6 △ 2.0

4 衛 生 費 1,996,764 1,751,295 245,469 8.6 14.0

5 労 働 費 5,035 5,324 △ 289 0.0 △ 5.4

6 農 林 水 産 業 費 1,297,948 1,316,769 △ 18,821 5.6 △ 1.4

7 商 工 費 111,234 112,035 △ 801 0.5 △ 0.7

8 土 木 費 1,697,266 1,297,153 400,113 7.3 30.8

9 消 防 費 997,590 896,244 101,346 4.3 11.3

10 教 育 費 2,275,262 2,208,210 67,052 9.8 3.0

11 公 債 費 2,184,406 2,207,853 △ 23,447 9.4 △ 1.1

12 予 備 費 20,000 20,000 0 0.1 0.0

歳 出 合 計 23,171,000 22,540,000 631,000 100.0 2.8

一般会計款別比較表
（単位：千円・％）

款

（単位：千円・％）

款
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【歳入】

自主財源と依存財源の比率

市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入
地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、
地方消費税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、地方交付税、
交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、市債

【歳出】

一般会計款別割合

自主財源：
依存財源：

市税 33.0%

地方譲与税等 7.8%

地方特例交付金

0.2%地方交付税 24.4%

分担金及び負担金

1.5%

使用料及び手数料

0.9%

国県支出金 21.6%

繰入金 3.7%

繰越金 0.4%
その他 1.9%

市債 4.6%

議会費 0.9%

総務費 10.9%

民生費 42.6%

衛生費 8.6%

労働費 0.0%
農林水産業費 5.6%

商工費 0.5%

土木費 7.3%

消防費 4.3%

教育費 9.8%

公債費 9.4%

予備費 0.1%

自主財源 41.4% 依存財源 58.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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4年度 3年度 比  較 4年度 4年度

予算額 予算額 増減額 構成比 伸　率

人 件 費 4,122,649 4,054,607 68,042 17.8 1.7

物 件 費 4,431,990 4,164,614 267,376 19.1 6.4

維 持 補 修 費 53,075 57,894 △ 4,819 0.2 △ 8.3

扶 助 費 5,643,463 5,430,508 212,955 24.4 3.9

補 助 費 等 1,657,268 1,545,872 111,396 7.1 7.2

普 通 建 設 事 業 1,868,324 1,933,541 △ 65,217 8.1 △ 3.4

公 債 費 2,184,406 2,207,853 △ 23,447 9.4 △ 1.1

積 立 金 89,302 85,184 4,118 0.4 4.8

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 44,001 44,001 0 0.2 0.0

繰 出 金 3,056,522 2,995,926 60,596 13.2 2.0

予 備 費 20,000 20,000 0 0.1 0.0

合 計 23,171,000 22,540,000 631,000 100.0 2.8

性 質 名 称

一般会計歳出性質別割合

一般会計歳出性質別比較表
（単位：千円・％）

人件費 17.8%

物件費 19.1%

維持補修費 0.2%

扶助費 24.4%補助費等 7.1%

普通建設事業 8.1%

公債費 9.4%

積立金 0.4%

投資・出資・貸付金 0.2%

繰出金 13.2% 予備費 0.1%
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4年度 3年度 比  較 4年度 4年度

予算額 予算額 増減額 構成比 伸  率

一 般 会 計 23,171,000 22,540,000 631,000 63.2 2.8

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 事 業 勘 定 ）

6,515,694 6,479,595 36,099 17.8 0.6

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 営 診 療 施 設 勘 定 ）

128,839 123,974 4,865 0.3 3.9

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,101,165 1,059,467 41,698 3.0 3.9

介 護 保 険 特 別 会 計
（ 保 険 事 業 勘 定 ）

5,744,539 5,650,795 93,744 15.7 1.7

介 護 保 険 特 別 会 計
（ サ ー ビ ス 事 業 勘 定 ）

10,920 19,528 △ 8,608 0.0 △ 44.1

特 別 会 計 合 計 13,501,157 13,333,359 167,798 36.8 1.3

合 計 36,672,157 35,873,359 798,798 100.0 2.2

水 道 事 業 会 計 893,441 772,268 121,173 － 15.7

下 水 道 事 業 会 計 4,121,480 3,917,037 204,443 － 5.2

公 営 企 業 会 計 合 計 5,014,921 4,689,305 325,616 － 6.9

総 合 計 41,687,078 40,562,664 1,124,414 － 2.8

　適用（財務適用）により、下水道事業会計となります。

会計別比較表
（単位：千円・％）

会 計 名

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000

3年度

4年度

（単位：百万円）

会計別比較

一般会計 国民健康保険

特別会計

（事業勘定）

国民健康保険

特別会計

（直営診療施設勘定）

後期高齢者医療

特別会計

介護保険特別会計

（保険事業勘定）

介護保険特別会計

（サービス事業勘定）

水道事業会計 下水道事業会計
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（単位：千円）

令和2年度末
令和3年度末

（見込）
令和4年度末

（見込）

財政調整基金 5,706,070 5,669,515 5,154,736

減債基金 683,460 687,795 677,123

その他基金 10,528,923 11,497,994 11,231,386

　一般会計分　計 16,918,453 17,855,304 17,063,245

国民健康保険支払準備基金 337,463 154,841 6,092

国民健康保険八開診療所運営準備基金 89,363 75,910 59,763

介護給付費準備基金 472,747 668,695 623,607

　特別会計分　計 899,573 899,446 689,462

公共下水道事業基金 256,453 257,869 259,443

農業集落排水事業等基金 851,558 638,626 390,926

　下水道事業会計　計 1,108,011 896,495 650,369

　全体 18,926,037 19,651,245 18,403,076

令和2年度末
令和3年度末

（見込）
令和4年度末

（見込）

臨時財政対策債 10,277,896 10,302,317 9,617,734

合併特例債 6,383,271 5,977,303 5,768,666

その他市債 1,456,956 1,547,627 1,759,395

　一般会計分　計 18,118,123 17,827,247 17,145,795

　水道事業会計 202,236 177,010 151,371

公共下水道事業 8,421,204 9,086,193 9,809,331

農業集落排水事業 2,640,470 2,362,559 2,126,901

　下水道事業会計　計 11,061,674 11,448,752 11,936,232

　全体 29,382,033 29,453,009 29,233,398

基金・地方債残高

項目

基
金

地
方
債

項目

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

基金残高

財政調整基金

一般会計（財政調整基金を除く）

特別会計・企業会計

地方債残高

臨時財政対策債

一般会計（臨時財政対策債を除く）

企業会計

2年度末 3年度末

（見込）

（単位：百万円）

4年度末

（見込）

基
金

基
金

基
金

地
方
債

地
方
債

地
方
債
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